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１.　はじめに
2010 年 12 月 16 日に来年度の税制改正大綱がまとめられた。大綱では、法人税、所得税
と並んで相続・贈与税についての改正が織り込まれている。当時の菅政権は資産課税の強化
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要　　旨
  相続資産が家計資産に占める割合はアンケート調査を利用した既存研究によると、3 割
から 4 割程度である。シミュレーション分析をおこなった場合、結果は経済想定や相続
資産からの収益の現在価値をライフサイクル資産に含めるかどうかという解釈によって
異なる。公開データからは、高所得層に資産が集中していること、現役サラリーマンよ
りも引退老人世帯が多くの資産を保有していること、高齢者世帯でも収入の増加にした
がって、また住宅・宅地資産が高くなるにしたがって貯蓄残高が増加していることがわ
かった。
　アンケート調査から、相続を経験している高所得層は、相続財産額が高い結果をえた。
また教育投資額と親子間における職業連鎖による階層の固定化がみられた。高い相続を
うけている家計が高い教育投資をおこない、子どもが高いレベルの大学に進学している
ことがわかった。
　これらをふまえると、控除額の引き下げという相続税強化の方向に改正された 2011 年
度税制改正大綱は評価できる。今回の改正では、最高税率の引き上げが行われたが、改
革の方向性としては、むしろ相続税の合法的な節税策を解消させるのが望ましい。世代
間の所得 ･ 資産移転を通じた格差拡大を防ぐには、民主党の目玉政策であった子ども手
当ては現金支給ではなく、現物支給に切り替えるのが望ましい。
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＊　 本稿は財団法人関西社会経済研究所（現在、一般財団法人アジア太平洋研究所）における研究プロジェ
クトである『抜本的税財政改革研究会報告書（主査：橋本恭之教授（関西大学）』における「第 4 章
資産課税について」及び、日本財政学会第 68 回大会（成城大学）における報告論文「資産課税改革に
ついて」を加筆、修正したものである。学会セッションでの討論者であった日高政浩教授（大阪学院
大学）をはじめフロアから大変貴重なコメントを頂いた。記して深く感謝申し上げたい。
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を図ることで再分配機能を強化させようとしていた。
　近年の相続税・贈与税は、基本的には課税最低限の引き上げ、累進税率表の緩和、土地の
優遇措置の拡大などにより税負担の軽減がはかられてきた。この一連の改革により死亡件数
に占める課税割合は、1987 年には 7.9% であったものが 2008 年には 4.2% にまで低下してき
ている。近年、所得格差の拡大が社会問題化しているが、これと並んで資産にも格差が存在
している。資産格差の存在は、相続・贈与を通じて資産が次世代に受け継がれることで、さ
らなる所得格差を生じさせることにつながる。このような相続・贈与を通じた格差拡大を防
ぐための有力な手段が相続・贈与税である。
　本稿では、このような問題意識のもとで、まず相続・贈与が資産形成に果たしている役割
を再確認することした。家計の資産形成に占める相続・贈与の比率が大きいほど相続・贈与
税の強化の必要性が増すと考えられるからだ。次に、相続・贈与税負担の現状を検証する。
日本の相続税は、近年緩和されてきたとはいえ、表面的には高い累進税率構造を保持してい
る。しかし、土地に対する優遇措置を活用した節税が可能であるとも言われている。相続税
改正の方向性を探るためには、相続税の実効税率を推計し、現行税制の課題を浮き彫りにす
る必要がある。さらに、階層の固定化がどの程度進行しているかについても検証することと
した。日本は、終戦後、ほとんどの国民が何も無い状態から再スタートしたが、経済発展を
通じて、階層の固定化が進行してきている可能性がある。階層の固定化は、親と子との職業
連鎖、教育投資の水準の差などの要因で進行していくものと考えられる。本稿では、これら
の検証に際して、関西社会経済研究所が 2010 年 11 月に実施した「資産課税についてのアン
ケート」を利用することとした 1）。
　本稿では、第 1 に、これまで相続・贈与税についての既存研究を概観する。第 2 に、公開
されているデータによって資産形成の現状を確認する。第 3 に、資産課税についてのアンケー
ト調査結果を通じて、相続や贈与を通じた階層の固定化について分析をおこなう。以上を通
じて今後の資産課税改革についての方向性を議論する。
1 ） 関西社会経済研究所のアンケート結果について分析したものは、関西社会経済研究所（2011）に所収
されている。
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２.　相続・贈与税の現状
図１　最近における相続税の課税割合・負担割合及び税収の推移
　図１は、資産課税のなかで、相続税の課税割合・負担割合及び税収の推移を描いたものだ。
まず、相続税収は、1983 年（昭和 58 年）以降 1993 年（平成 5 年）まではほぼ右肩上がり
に上昇している。この期間は、地価をはじめ株式などの資産価格が急上昇した時期と重なる。
その後、1994 年からはほぼ減少傾向が続いていることがわかる。これは、バブル崩壊後の
資産価格の下落と 1994 年度改正による基礎控除の引き上げ、小規模宅地の特例拡大などに
よる相続税の減税によるものと考えられる。これらの減税措置により相続税の負担割合は、
ピーク時の 22.2% から、2007 年には 11.9% まで低下している。課税割合についても 1987 年
のピーク時の 7.9% から、2007 年には 4.2% まで低下してきている。
　近年における相続税の課税割合と負担割合の減少の要因の 1 つとして、抜本的税制改革以
降の一連の相続税減税がある。表１は、最近の相続税の主な改正をまとめたものである。表
１によると、最近 10 年ほどの間に、相続税については課税最低限の大幅な引き上げと税率
区分の引き上げによる相続税の減税が頻繁に繰り返されてきたことがわかる。最高税率の
70% が適用される課税価格は 2010 年現在では、20 億円まで引き上げられたため、最高税
率が適用されるケースはわずかである。2010 年現在の相続税の課税最低限は、夫婦子ども
2 人の 4 人世帯において夫が死亡した場合、基礎控除 5,000 万円に、法定相続人 1 人あたり
出所：財務省ホームページ http://www.mof.go.jp/jouhou/syuzei/siryou/141.htm 引用。
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図１は、資産課税のなかで、相続税の課税割合・負担割合及び税収の推移を描いたものだ。
まず、相続税収は、1983 年以降 1993 年まではほぼ右肩上がりに上昇している。この期間は、
地価をはじめ株式などの資産価格が急上昇した時期と重なる。その後、1994 年からはほぼ減
少傾向が続いていることがわかる。これは、バブル崩壊後の資産価格の下落と 1994 年度改正
による基礎控除の引き上げ、小規模宅地の特例拡大などによる相続税の減税によるものと考え
られる。これらの減税措置により相続税の負担割合は、ピーク時の 22.2%から、2007 年には
11.9%まで低下している。課税割合についても 1987 年のピーク時の 7.9%から、2007 年には 4.2%
まで低下してきている。
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1,000 万円 ×3 人で 3,000 万円を合計すると 8,000 万円にも達する。しかも日本では、居住用
財産については特例措置が適用されるため、実質的な課税最低限はさらに上がる。200 ㎡以
下の小規模宅地の課税の特例は、抜本的税制改革前は、評価の減額割合が居住用で 30% だ
ったものが、2010 年現在は、80% にまで引き上げられている。この特例措置は、金融資産
と実物資産の間の税負担の不均衡をもたらし、税負担の不公平、資源配分のゆがみをもたら
表１　近年における相続・贈与税の主な改正 
相続税の主な改正 贈与税の主な改正
抜本的税制改革前 基礎控除 2,000 万円
法定相続人比例控除
400 万円 × 法定相続人の数
最低税率 10％（課税価格 200 万円以下）
最高税率 75％（課税価格 5 億円超）
税率区分　14 段階
小規模宅地の課税の特例
200 ㎡以下　居住用 30％減額
事業用 40％減額
基礎控除 60 万円
最低税率 10％（課税価格 50 万円以下）
最高税率 75％（課税価格 7,000 万円超）
住宅取得資金の贈与の特例
300 万円まで非課税
抜本的税制改革後
（昭和 63 年 1 月 1
日以降適用）
基礎控除 4,000 万円
法定相続人比例控除
800 万円 × 法定相続人の数
最低税率 10％（課税価格 400 万円以下）
最高税率 70％（課税価格 5 億円超）
税率区分　13 段階
小規模宅地の課税の特例
200 ㎡以下　居住用 50％減額
事業用 60％減額
基礎控除 60 万円
最低税率 10％（課税価格 100 万円以下）
最高税率 70％（課税価格 7,000 万円超）
住宅取得資金の贈与の特例
300 万円まで非課税
平成 4 年度改正 基礎控除 4,800 万円
法定相続人比例控除
950 万円 × 法定相続人の数
最低税率 10％（課税価格 700 万円以下）
最高税率 70％（課税価格 10 億円超）
税率区分　13 段階
小規模宅地の課税の特例
200 ㎡以下　居住用 60％減額
事業用 70％減額
基礎控除 60 万円
最低税率 10％（課税価格 150 万円以下）
最高税率 70％（課税価格 1 億円超）
住宅取得資金の贈与の特例
300 万円まで非課税
平成 6 年度改正 基礎控除 5,000 万円
法定相続人比例控除
1,000 万円 × 法定相続人の数
最低税率 10％（課税価格 800 万円以下）
最高税率 70％（課税価格 20 億円超）
税率区分　9 段階
小規模宅地の課税の特例
事業用 330 ㎡以下（平成 11 年〜）80％減額
居住用等 200 ㎡以下　80％減額
同上
平成 13 年度改正 小規模宅地の課税の特例
事業用 400 ㎡以下（平成 11 年〜）80％減額
居住用等 240 ㎡以下　80％減額
基礎控除 110 万円
住宅取得資金の贈与の特例
550 万円まで非課税
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すものとなっている。
  このような近年における相続税収の低下、課税割合の低下、負担割合の低下をふまえて、
2010 年 12 月 16 日に閣議決定された「平成 23 年度税制改正大綱」において、基礎控除の引
き下げ、最高税率の引き上げ等の相続税の増税措置が打ち出されたのである。
３．資産形成における相続についての研究
　世帯あるいは個人がどのように資産形成をしているのかについてこれまで多くの研究がな
されてきた。資産形成について研究するためには各種のデータが必要になる。日本における
公開されている家計資産に関するデータとして主なものは『家計調査年報』と『全国消費実
態調査』があげられる 2）。公開されているデータではわからない部分を補うため 3）、独自にア
ンケート調査を実施し、調査の個票データによって分析する方法がある 4）。公開されている
データや独自アンケート結果に経済想定を置くことによってシミュレーションすることに
よって分析する方法もある。
　公開されているデータの個票と独自アンケート調査を利用して、直接的に資産形成額を推
計している研究としては、松浦・橘木（1993）、高山・有田（1996)、濱秋・堀（2011）があ
げられる。データを用いて資産形成関数を推計する、あるいはデータを加工することによっ
て結果をえている研究として下野（1991）、Barthold and Ito（1991）、麻生（1998）、橋本・
呉（2001）があげられる。
　松浦・橘木（1993）は 1990 年の『家計調査年報』と『貯蓄動向調査』の個票データをも
ちいて、家計の資産形成における遺産部分がどれだけかについて分析している 5）。分析結果
として、家計資産の約 40% が遺産によるものであるとしている。高山・有田（1996）は、
1992 年時点でのアンケート調査の個票データを用いて資産額と資産形成に占める相続資産
割合を計測している。分析結果として、資産形成における相続の重要性を明らかにするとと
もに 6）、家計の資産に占める相続の割合は 30% 強であるとしている。
2 ） 2000 年（平成 12 年）までは『貯蓄動向調査』が存在していたが、同等のデータが現在は『家計調査年
報（貯蓄・負債編）』に吸収されている。
3 ）家計の属性（学歴、家族構成など）を考慮する場合があげられる。
4 ）『家計調査年報』と『全国消費実態調査』もアンケート調査である。
5 ） 個票データではわからない資産形成における土地取得部分については、住宅ローンの有無によって土
地の取得が相続か相続でないかに分解している。
6 ） 保有資産について「全国計の平均値をくらべると相続経験のある世帯は約 9,500 万円弱、それがない世
帯は約 3,400 万円強であり、2.8 もの違いがある。」としている。（高山・有田（1996）p.62、3 行目から
引用。）また高山・有田（1996）はサンプルから高額資産を相続したデータが抜けている可能性がある
ので、高額資産保有者の資産を考慮すると、相続割合はもっと高くなる可能性を指摘している。
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　最近の研究としては濱秋・堀（2011）があげられる。濱秋・堀（2011）は堀・濱秋・前
田・村田（2010）の調査結果を用いてライフ・サイクル資産と贈与・相続資産を推計してい
る7）。ライフ・サイクル資産額の平均値は約 2,115 万円であり、贈与・相続資産額の平均値は
約 1,380 万円であるとしている 8）。また、「資産額が大きい世帯ほど贈与・相続の受取確率と
受取額も大きくなる」という結果から「贈与・相続は世帯間の資産格差を拡大する方向に作
用する」が、「贈与・相続による格差拡大効果は限定的」としている9）。
　橋本・呉（2001）は公開されているデータを加工することによって移転資産部分を推計し
ている。橋本・呉（2001）は Kotlikoff and Summers（1981）の推計方法を踏襲し、『家計調
査年報』と『貯蓄動向調査』を用いて 1935 年生まれから 5 年おきに 1950 年生まれまでのコー
ホート・データを作成することによって各世代のライフ・サイクル資産を計測し10）、50 歳時
点での実物資産と金融資産からライフ・サイクル資産を差し引くことによって資産形成に占
める遺産部分を推計している。彼らは、家計の資産保有の 80% から 90% が移転によるもの
であると試算している11）。
　下野（1991）は SBC 調査を用いて遺産動機を取り入れたライフ・サイクル・モデルによっ
て所得階級別（5 分位）の遺産額を計測している 12）。手法としては、SBC 調査のクロス・セ
クション・データに実質賃金率を乗じることによってコーホート・データを作成し、ライフ・
サイクル・モデルによって「純資産－所得比率」を推計し、データから直接得られる「純資
産－所得比率」との差を最小化させるような初期資産額をシミュレーションによって算出し
ている。結果として、第 1 分位を除いて純資産の半分超が遺産であるという予測結果をだし
ている。Barthold and Ito（1991）は『国税庁統計年報書』、『家計調査年報』と『全国消費
実態調査』を利用し、課税対象外の資産についてはシミュレーションによって遺産額を推計
している。結果として、日本の家計資産の平均額は 2,400 万円であり、その 30% から 40%
が相続資産であるとしている。麻生（1993）は Barthold and Ito（1991）を発展させ、『全
7 ） ライフ・サイクル資産とは家計が生涯を通じて自ら蓄積した資産と贈与ないし、遺産の形で移転され
た資産の合計のことをいう。
8 ） 資産形成に占める移転割合は約 39% となる。調査時点での値であり、同一年齢ではない。世帯主と配
偶者の年収の平均はそれぞれ 630 万円と 146 万円であるとしている。
9 ）濱秋・堀（2011）p. 36、37 行目から引用。
10）コーホート・データとは各世代の生涯におよぶ過程データのことをいう。
11） Summers and Kolikoff(1981) も同様の高い移転割合の結果をだしている。この違いは井堀（2003）が指
摘するように、相続資産からの収益の現在価値をライフサイクル資産に含めるかどうかの違いよって
いる（井堀（2003）、p. 163 参照）。
12） SBC 調査は、下野（1991a）の p. 26（脚注）によると、「東京大学文学部社会学研究室（富永研究室）
によって行われている標本調査である。（中略）この調査は、実物資産データを含む数少ない貴重な調
査の一つである。」となっている。
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国消費実態調査』を利用して非課税部分の相続額を資産分布関数を推計することによって算
出している。分析結果として 94 年時点において 1 世帯あたり 1 億円の移転資産が存在し、
その 70% から 80% が土地資産であるとしている。
　これまでの研究をたどると、直接的にアンケート調査を利用して推計すると、家計資産に
占める移転部分の割合は 3 割から 4 割ぐらいである。ライフ・サイクル仮説に基づくシミュ
レーションによる推計の場合、モデルの想定や相続資産からの収益の現在価値をライフ・サ
イクル資産に含めるか否かによって、相続資産の割合の結果に違いが生じる13）。
表２　資産形成に占める相続についての研究 
研究 データ 主な結果
アンケート結果から直接計算
高山・有田（1996） 独自アンケート個票 相続経験の有無で資産格差が 2.8 倍。家計の
保有資産の 33% が相続。
松浦・橘木（1993） 『家計調査年報』『貯蓄動向
調査』個票
家計資産の 40% は相続による。
濱秋・堀（2011） 内閣府アンケート調査個票 調査時点でのライフサイクル資産は 2,115 万
円、贈与・相続資産は 1,380 万円。総資産額
に占める移転部分は 40%。
公開データを加工して遺産額を推計
橋本・呉（2001） 『家計調査年報』『貯蓄動向
調査』各年版など
35 年生まれから 50 年生まれにかけて世代別
のライフサイクル資産を推計。資産形成に
占める相続割合は 80％から 90%。
下野（1991） 『SBC 調査』個票 所得階級別（5 分位）に相続額を推定。第 1
分位を除いて純資産の 5 割以上が相続。
Batrhold and Ito（1991） 『国税庁統計年報書』 日本の相続税の課税対象の 3 ／ 4 は実物資
産（アメリカは 1 ／ 4 程度）
麻生（1998） 『全国消費実態調査』 1994 年時点で 1 世帯あたり 1 億円の遺産額
があり、70％から 80％が土地資産
13） この違いは Kotlikoff and Summers（1981）と Modigliani（1988）の結果にあらわれる。結果の違いに
ついては、石川（1991）第 7 章が詳しい。各年の貯蓄は所得から消費を除いたものであるが、石川（1991）
によると、ライフ・サイクル貯蓄を Modigliani は「所得は、期末に発生する利子収入の期首時点にお
ける現在価値と、稼得収入との和である。したがって、ライフ・サイクルの富とは第 1 期の（多数期
間あるい場合は各期の）貯蓄の利子を含めた累積額」としているのに対し、Kotlikoff and Summers
は単純に毎期の稼得収入から消費を除いた額を貯蓄とし、「稼得収入からの貯蓄の元利合計をライ
フ・サイクルの富と呼び、残余を遺産の貢献分」としている。これらの定義によると、Kotlikoff and 
Summers によるライフ・サイクル貯蓄の額が総資産に占める割合は低くなる（遺産の割合が高くな
る）。ここから石川（1991）は、「モディリアーニの定義は、遺産からの所得はもしそれを消費してし
まおうと思えばできるものを実際にそうしないという点を強調し、コトリコフ＝サマーズの定義は、
遺産からの所得があればこそ、その分大きな貯蓄ができるという点を強調している。」としている（石
川（1991）、pp. 346-347 から引用）。
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４.　資産格差と相続・贈与
　この章では、資産格差の現状を把握したうえで、その資産格差に関する相続・贈与の比重
について検証する。
４－１　資産保有の現状
  この節では日本の資産保有の現状をみることにする。まず、フロー所得と資産保有の関係
からみていこう。図 2 は、『全国消費実態調査（総務省）：平成 16 年』から、全世帯につい
て、年間収入 10 分位階級別の貯蓄残高を描いている。10 分位階級とは、分布が均等になる
ように収入階級を調整したものである。たとえば、第 1 分位は、収入が下位 10% に属する
人たちを示し、第 10 分位は上位 10% に属する人たちとなる。図 2 によると、第 2 分位から
第 8 分位までは、貯蓄残高が約 1,000 万円から 1,500 万円の範囲に収まるが、第 9 分位以降
の貯蓄残高は急激に増加する。特に第 10 分位の貯蓄残高は 2,900 万円にも達し、第 9 分位
とのその差額は約 1,000 万円になっている。第 10 分位は第 2 分位の約 3 倍の貯蓄残高となっ
ている。このように、日本の所得階層別の資産保有の特徴として、高所得層に資産が集中し
ていることがあげられ、多額の資産を保有している人が高い所得を得ていることがわかる。
　
図２　年間収入階級別の貯蓄残高（全世帯）
　次に、職業別の資産保有格差についてみることにする。図３は『家計調査年報（総務省）：
平成 21 年』の「貯蓄負債編」から職業別の貯蓄残高を描いている。図３によると、働いて
いる世帯である勤労者、個人経営者、法人経営者の中で、貯蓄残高がもっとも少ないのは勤
出所： 『全国消費実態調査（平成 16 年）』総務省統計局「年間収入十分位階級別 1 世帯あた
り 1 か月間の収入と支出」より作成。
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この章では、資産格差の現状を把握したうえで、その資産格差に関する相続・贈与の比重
について検証する。
の現状
は日本の資産保有の現状をみることにする。まず、フロー所得と資産保有の関
係からみていこう。図２は、『全国消費実態調査（総務省）：平成 16 年』から、全世帯につい
て、年間収入 10 分位階級別の貯蓄残高を描いている。10 分位階級とは、分布が均等になるよ
うに収入階級を調整したものである。たとえば、第 1 分位は、収入が下位 10%に属する人た
ちを示し、第 10 分位は上位 10%に属する人たちとなる。図２によると、第 2 分位から第 8 分
位までは、貯蓄残高が約 1,000 万円から 1,500 万円の範囲に収まるが、第 9 分位以降の貯蓄残
高は急激に増加する。特に第 10 分位の貯蓄残高は 2,900 万円にも達し、第 9 分位とのその差
額は約 1,000 万円になっている。第 10 分位は第 2 分位の約 3 倍の貯蓄残高となっている。こ
のように、日本の所得階層別の資産保有の特徴として、高所得層に資産が集中していることが
あげられ、多額の資産を保有している人が高い所得を得ていることがわかる。
出所：『全国消費実 ( ) 総務省統計局「年間収入十分位階級別 1 世帯あた
り 1 か月間の収入と支出」より作成。
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労者世帯であり、個人経営者と法人経営者では、個人経営者の方が多いが、それほど大きな
差ではない。個人経営者の貯蓄残高は、約 3,000 万円にも達しており、勤労者世帯の残高約
1,200 万円のほぼ 3 倍になっている。
　図 3 においていまひとつ注目したいのが、無職世帯の貯蓄残高の高さである。60 歳以上
の無職世帯の貯蓄残高は約 2,300 万円となっている。これは、勤労者世帯の 2 倍近い残高で
ある。無職世帯の世帯主の平均年齢は、71.6 歳であり、引退した老人世帯が多く含まれてい
ると考えられる。現役のサラリーマン世帯よりも引退後の老人世帯の方が資産を多く保有し
ている現状がわかる。
  この老人世帯の資産保有状況をさらに詳しくみることにする。図 4 は、『全国消費実態調
査（総務省）：平成 16 年）』から「高齢者夫婦世帯（夫 65 歳以上 , 妻 60 歳以上の夫婦のみ
の世帯）における有業者有り・無し世帯の年間収入階級別の貯蓄残高」を描いたものである。
貯蓄残高の内訳は、通貨性預貯金、定期性預貯金、生命保険、有価証券である。
　図 4 によると、全体的な傾向として、有業者が「あり」「なし」ともに年間収入が増加す
るにつれて、ほぼ貯蓄残高が増加していることがわかる。有業者有り世帯の貯蓄残高は、年
間収入 940 万円までは約 1,000 万円から 4,000 万円を少し超える程度までの間にあるが、年
間収入が 1,180 万円を超える世帯では、貯蓄残高は約 6,600 万円に達する。高齢者夫婦世帯
出所： 『家計調査年報：貯蓄負債編（平成 21 年）』総務省統計局「世帯主の職業
別貯蓄及び負債」より作成。
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査年報：貯蓄負債編（平成 21 年）』総務省統計局「世帯主の職業別貯蓄及
び負債」より作成。
図３ 世帯主職業別貯蓄残高
次に、職業別の資産保有格差についてみることにする。図３は『家計調査年報（総務省）：
平成 21 年』の「貯蓄負債編」から職業別の貯蓄残高を描いている。図３によると、働いてい
る世帯である勤労者、個人経営者、法人経営者の中で、 蓄残高がもっとも少ないのは勤労者
世帯であり、個人経営者と法人経営者では、個人経営者の方が多いが、それほど大きな差では
ない。個人経営者の貯蓄残高は、約 3,000 万円にも達しており、勤労者世 の残高約 1,200 万
円のほぼ 3 倍になっている。
図３においていまひとつ注目したいのが、無職世帯の貯蓄残高の高さである。60 歳以上の
無職世 貯蓄残高は約 2,300 万円となっている。 れは、勤労者世帯の 2 倍近い残高である。
無職世帯の世帯主の平均年齢は、71.6 歳であり、引退した老人世帯が多く含まれていると考え
られる。現役のサラリーマン世帯よりも引退後の老人世帯の方が資産を多く保有している現状
がわかる。
この老人世帯の資産保有状況をさらに詳しくみることにする。図４は、『全国消費実態調査
（総務省）：平成 16 年）』から「高齢者夫婦世帯（夫 65 歳以上,妻 60 歳以上の夫婦のみの世帯）
における有業者有り・無し世帯の年間収入階級別の貯蓄残高」を描いたものである。貯蓄残高
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の一部に現役で高収入かつ高資産の世帯が含まれていることがわかる。
　有業者無しの世帯は、年収 1,180 万円以下の世帯まで有業者ありの世帯よりも貯蓄残高が
多くなっている。これは、高齢者の有業世帯では、貯蓄残高の不足をおぎなうために働いて
いると考えられる。一方、1,180 万円以上の高収入の有業者世帯は、個人経営者、法人経営
者や法人経営者といった裕福な高齢者世帯が含まれているものと考えられる。
図４　年間収入階級別の貯蓄残高
　図 5 は高齢者夫婦世帯における住宅宅地資産階級別の貯蓄残高を描いたものである。図 5
によると、住宅・宅地資産の「無い」世帯と「有る」世帯では、住宅・宅地資産を保有して
いる世帯の方が貯蓄現在高も高いことがわかる。また、住宅宅地資産の有る世帯は、住宅・
宅地資産が高くなるにしたがって、貯蓄残高も高くなっている。1 億円以上の住宅・宅地資
産階級の貯蓄残高は、約 4,300 万円となっている。この世帯は、住宅・宅地資産の無い世帯
の約 4 倍の貯蓄残高を保有している。このような高齢者間の資産格差は、相続・贈与を通じ
て、次の世代にさらなる資産格差を生じさせることになる。
出所： 『全国消費実態調査（平成 16 年）』』「高齢者夫婦・夫婦高齢者世帯、有業者の有無、
年間収入十分位階級別 1 世帯あたり 1 か月間の支出」より作成。
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の内訳は、通貨性預貯金、定期性預貯金、生命保険、有価証券である。
図４によると、全体的な傾向として、有業者が「あり」「なし」ともに年間収入が増加する
につれて、ほぼ貯蓄残高が増加していることがわかる。有業者有り世帯の貯蓄残高は、年間収
入 940 万円までは約 1,000 万円から 4,000 万円を少し超える程度までの間にあるが、年間収入
が 1,180 万円を超える世帯では、貯蓄残高は約 6,600 万円に達する。高齢者夫婦世帯の一部に
現役で高収入かつ高資産の世帯が含まれていることがわかる。
有業者無しの世帯は、年収 1,180 万円以下の世帯まで有業者ありの世帯よりも貯蓄残高が多
くなっている。これは、高齢者の有業世帯では、貯蓄残高の不足をおぎなうために働いている
と考えられる。一方、1,180 万円以上の高収入の有業者世帯は、個人経営者、法人経営者や法
人経営者といった裕福な高齢者世帯が含まれているものと考えられる。
出所：『全国消費実態調査（平成 16 年）』「高齢者夫婦・夫婦高齢者世帯，有業者の有無，
年間収入十分位階級別 1 世帯あたり 1 か月間の支出」より作成。
図４ 年間収入階級別の貯蓄残高
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図５　住宅資産額階級別の貯蓄現在高
４－２　アンケート調査結果
　ここでは、関西社会経済研究所が 2010 年 11 月 29 日、30 日にインターネットを通じてお
こなったアンケート調査を利用する。アンケートの対象者は、18 歳以上の子どもがいる（あ
るいはいた）世帯主 1,000 人である 14）。18 歳以上の子どもがいる世帯にアンケート対象を限
定したのは、相続がすでに完了している可能性が高い年代を対象とするために加えて、教育
投資を通じた格差拡大効果についても検証するためである。本稿と同様にアンケート調査を
利用した分析として、先に述べた濱秋・堀（2011）が存在する。彼らとの違いとしては、まず、
調査対象として、18 歳以上の子どもを持つあるいは持った世帯を対象としていることであ
る。第 2 に、親と子の職業連鎖、親から子どもに対してどれだけの教育投資がなされ、その
結果どのような進学状況になっているのかについても調査していることである。第 3 に、ま
た親から受け継いだ負債についても調査しているのも特徴となっている。
　まずは、アンケート対象の特性をみるために、所得階層、年齢階層別の分布からみていこう。
14） 過去に 18 歳以上の子どもがいた世帯にもアンケート対象者としているのは、回答者が世帯主であるた
め、子どもが成人して独立している可能性がある。回答者が過去に行った教育投資状況と独立した子
の進学状況を回答してもらうためである。
14)過去に 18 歳以上の子どもがいた世帯にもアンケート対象者としているのは、回答者が世帯主であるため、子ども
が成人して独立している可能性がある。回答者が過去に行った教育投資状況と独立した子の進学状況を回答してもら
うためである。
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出所：『全国消費実態調査（平成 16 年）』「高齢者夫婦・夫婦高齢者世帯，有業者の有無，
資産の種類・資産額階級別 1 世帯あたり 1 か月間の収入と支出」より作成。
図５ 住宅資産額階級別の貯蓄現在高
図５は高齢者夫婦世帯における住宅宅地資産階級別の貯蓄残高を描いたものである。図５
によると、住宅・宅地資産の「無い」世帯と「有る」世帯では、住宅・宅地資産を保有してい
る世帯の方が貯蓄現在高も高いことがわかる。また、住宅宅地資産の有る世帯は、住宅・宅地
資産が高くなるにしたがって、貯蓄残高も高くなっている。1 億円以上の住宅・宅地資産階級
の貯蓄残高は、約 4,300 万円となっている。この世帯は、住宅・宅地資産の無い世帯の約 4 倍
の貯蓄残高を保有している。このような高齢者間の資産格差は、相続・贈与を通じて、次の世
代にさらなる資産格差を生じさせることになる。
４－２ アンケート調査結果
ここでは、関西社会経済研究所が 2010 年 11 月 29 日、30 日にインターネットを通じておこ
なったアンケート調査を利用する。アンケートの対象者は、18 歳以上の子どもがいる（ある
いはいた）世帯主 1,000 人である 14)。18 歳以上の子どもがいる世帯にアンケート対象を限定し
出所： 『全国消費実態調査（平成 16 年）』「高齢者夫婦・夫婦高齢者世帯、有業者の有無、資
産の種類・資産額階級別 1 世帯あたり 1 か月間の収入と支出」より作成。
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図６　世帯主の年齢分布
　図 6 は、世帯主の年齢分布を描いたものである。今回のアンケート調査では、18 歳以上の
子どもがいる世帯を対象としたため40代、50代が対象者の大部分を占めていることがわかる。
  次に、所得階層別の分布状況を見たものが図 7 である。図 7 では、年収 700 万円〜 1,000
万円未満の階層が全体の約 30% を占めていることが読み取れる。アンケート対象を 18 歳以
上の子どもがいる世帯に限定したために、サラリーマンの平均年収よりも高い層が多く含ま
れていることになる。なお、年収 300 万円未満の所得階層には、母子家庭や高齢者世帯です
でに子どもが独立している世帯が多く含まれている。
図７　所得階層別分布
　年収 300 万円未満の所得階層に高齢者が多く含まれていることは、図 8 から確認できる。
図 8 は、所得階層 300 万円未満に属する年齢の階級別シェアを表している。図 8 から 300 万
円未満という公的年金の水準に合致するような所得階層に 65 歳以上の世帯が多く含まれて
15)18 歳以上の子どもがいる、あるいは、いた世帯に限定したのは、子どもに対する教育投資によってどのレベルの
大学に進学しているのかを見るためである。
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たのは、相続がすでに完了している可能性が高い年代を対象とするために加えて、教育投資を
通じた格差拡大効果についても検証するためである。本稿と同様にアンケート調査を利用した
分析として、先に述べた濱秋・堀（2011）が存在する。彼らとの違いとしては、まず、調査対
象として、18 歳以上の子どもを持つあるいは持った世帯を対象としていることである 15)。第 2
に、親と子の職業連鎖、親から子どもに対してどれだけの教育投資がなされ、その結果どのよ
うな進学状況になっているのかについても調査していることである。第 3 に、また親から受け
継いだ負債についても調査しているのも特徴となっている。
まずは、アンケート対象の特性をみるために、所得階層、年齢階層別の分布からみていこう。
図６ 世帯主の年齢分布
図６は、世帯主の年齢分布を描いたものである。今回のアンケート調査では、18 歳以上の
子どもがいる世帯を対象としたため 40 代、50 代が対象者の大部分を占めていることがわかる。
次に、所得階層別の分布状況を見たものが図７である。図７では、年収 700 万円～ 1000 万
円未満の階層が全体の約 30%を占めていることが読み取れる。アンケート対象を 18 歳以上の
子どもがいる世帯に限定した めに、サラリーマンの平均年収よりも高い層が多く含まれてい
16)公的年金収入額と同程度の 200 ～ 300 万円未満では、65 歳以上のシェアは 12%である。
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ることになる。なお、年収 300 万円未満の所得階層には、母子家庭や高齢者世帯ですでに子ど
もが独立 いる世帯が多く含まれている。
図７ 所得階層別分布
年収 300 万円未満の所得階層に高齢者が多く含まれていることは、図８から確認できる。図８
は、所得階層 300 万円未満に属する年齢の階級別シェアを表している。図８から 300 万円未満
という公的年金の水準に合致するような所得階層に 65 歳以上の世帯が多く含まれていること
がわかる 16)。
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いることがわかる 15）。
図８　所得階層 300 万円未満の年齢分布
　次に、アンケート対象者の職種別の平均年収をみたものが表３である 16）。職種別の平均年
収が最も高いのは専門家の1,101万円であり、会社役員の801万円がそれに続いている。一方、
平均年収がもっとも低いのは、アルバイトの 172 万円であり、会社員の平均年収 727 万円と
比べると、正社員であるかどうかによって、大きな所得格差が発生していることがわかる。
表３　職種別の平均年収 
職種 平均年収 人数
会社員 727 万円 538
会社役員 801 万円 72
公務員・団体職員 788 万円 175
専門家 1,101 万円 59
自営業 507 万円 85
自由業 411 万円 18
アルバイト 172 万円 18
　表 4 は、所得階級別に資産保有と所得のシェアと世帯数シェアを示したものである。図 9
は資産保有所得のシェアをグラフ化したものである。表 4、図 9 によると、所得のシェアは
100 万円未満の階級から 1,000 〜 1,250 万円未満の階級まで、断続的にシェアが上昇している。
特に 600 〜 700 万円未満の階層から 1,000 〜 1,250 万円未満での 2 階層にかけてのシェアの
増大は、10.9% から 36.4%、51.1% と大きい。1,000 〜 1,250 万円未満の所得階層は世帯数シェ
15）公的年金収入額と同程度の 200 〜 300 万円未満では、65 歳以上のシェアは 12% である。
16） 表には掲載されていないが、この他に、職業が「わからない」が 3 人（平均 683 万円）、「在学中」が 1
人（550 万円）、「無職」が 220 人（平均 220 万円）が存在している。
17)表には掲載されていないが、この他に、職業が「わからない」が 3 人（平均 683 万円）、「在学中」が 1 人（550 万
円）、「無職」が 220 人（平均 220 万円）が存在している。
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図８ 所得階層 300 万円未満の年齢分布
次に、アンケート対象者の職種別の平均年収をみたものが表３である 17)。職種別の平均年
収が最も高いのは専門家の 1,101 万円であり、会社役員の 801 万円がそれに続いている。一方、
平均年収がもっとも低いのは、アルバイトの 172 万円であり、会社員の平均年収 727 万円と比
べると、正社員であるかどうかによって、大きな所得格差が発生していることがわかる。
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アは 9.4% であるが、所得シェアは 51.1% と高い。アンケート調査によるデータによっても
所得格差の現状が確認できる。次に資産保有シェアを見てみると、100 万円未満の階級から
700 〜 1,000 万円未満の階級まで断続的にシェアが上昇している。1,000 〜 1,250 万円未満と
1,500 万円以上の階級のシェアははそれぞれ 13.2%、16.6% と比較的高い。アンケート調査よ
り、資産保有（ストック）において、所得（フロー）ほどではないにしても、格差が存在し
ていることがわかる 17）。
表４　所得階級別資産保有シェア 
図９　資産保有と所得のシェア比較
　
17）このことについては、林（2011）第 1 章でも指摘されている。　
所得階層 世帯数シェア 資産保有シェア 所得シェア
100 万円未満 3.7% 1.7% 0.5%
100 〜 200 万円未満 2.2% 1.3% 0.5%
200 〜 300 万円未満 6.0% 3.0% 2.1%
300 〜 400 万円未満 8.2% 4.6% 4.0%
400 〜 500 万円未満 7.9% 7.5% 5.0%
500 〜 600 万円未満 11.5% 8.6% 8.9%
600 〜 700 万円未満 12.0% 7.6% 10.9%
700 〜 1,000 万円未満 30.6% 28.8% 36.4%
1,000 〜 1,250 万円未満 9.4% 13.2% 51.1%
1,250 〜 1,500 万円未満 4.0% 7.2% 7.7%
1,500 万円以上 4.4% 16.6% 9.2%
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図９ 資産保有と所得のシェア比較
図１０ 資産階級別の資産保有シェア
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図 10　資産階級別の資産保有シェア
　図 10 は、資産階級別の資産保有シェアを示したものだ。この図からは、資産階級の上位
10% が資産保有全体の約 50% を占めていることがわかる。この図からも資産保有状況には
かなりの偏りが存在していることが読み取れる。
 
表５　資産形成に占める相続割合 
　表 5 は、資産形成に占める相続割合を資産保有額別にまとめたものだ。3 〜 9 億円と
いう高額な資産を保有する世帯は 11 世帯存在するが、彼らの中の 5 世帯は、相続した
資産額が資産保有額に占める比率が 80% 以上となっている。一方で、1 億円未満の資産
保有額では、資産保有額に対する相続財産の割合は 21% となっており、資産保有額が少
ない階層ではほとんどの資産が自らの努力で形成されていることがわかる。
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図１０ 資産階級別の資産保有シェア
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3 億〜 9 億円（11 世帯）
4 世帯：相続なし
2 世帯：相続割合 8 %、14%
5 世帯：相続割合80%以上
1 億〜 2 億円（37 世帯）
28世帯：相続なし
9 世帯：相続割合50%超
7,000 万〜 1 億円未満（57 世帯） 相続割合21%
4,000 万〜 7,000 万円未満（137 世帯） 相続割合21%
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表６　所得階級別の相続資産 
　表６は、所得階級別の相続資産を 1,000 万円以上の高所得層についてのみ取り出したもの
である。年収 1,000 〜 1,250 万円未満の世帯数は、アンケート対象世帯全体の 9.4% を占め
ているが、そのうち「相続あり」と答えた世帯は 34.0% となっている。年収 1,250 〜 1,500
万円未満の世帯数は全体の 4.0% を占めているが、そのうち「相続あり」と答えた世帯は
30.0% となっている。年収 1,500 万円以上の世帯は全体の 4.4% を占めているがそのうち「相
続あり」と答えた世帯は 31.8% となっている。この「相続あり」と回答した世帯について
相続した資産の平均額を計算すると 1,500 万円以上の所得階層においては約 1 億 8 千万円も
の財産を相続していることがわかった。一方、年収 1,000 〜 1,250 万円未満の世帯の相続財
産の平均額は、2,053 万円であり、所得階層が高いほど相続財産の金額が高くなっているこ
とがわかる。また、これらの高所得階層では、資産形成に占める相続財産の比率が 49.9% か
ら 59.0% となっている。資産形成に占める比率が高所得階層のほうが多少低くなっているの
は、フローの所得が高くなるほど自らの努力で資産を蓄積できる割合が高くなるためと考え
られる。高所得層ほど、相続あり世帯での相続財産額が高いという結果は、親の世代の豊か
さが教育投資を通じて子どもの世代の所得を引き上げている可能性があることを示唆するも
のだ。そこで、次節では、親子間での職業の連鎖と教育投資の格差などによる階層の固定化
がどの程度見られるかについてアンケート調査を利用した分析をおこなうこととしよう。
５．階層の固定化
　階層の固定化の原因は、大きくわけると 3 つに分類できよう。第 1 に相続・贈与を通じた
階層の固定化、第 2 に教育投資の格差を通じた階層の固定化、第 3 に親子間の職業連鎖を通
じた階層の固定化である。この節では、前節で紹介したアンケート調査を利用してこれらの
階層の固定化について検証していこう。
５－１　贈与による階層固定化
　前節では、相続資産の有無が子どもの世代の資産保有格差に大きな影響を与えている可能
性が高いことを見てきた。ここでは、生前贈与がもたらす階層の固定化についてみていこう。
所得階層 世帯数 相続有り世帯数割合
相続あり世帯平均
相続資産額
相続あり世帯平均
資産形成相続割合
1,500 万円以上 4.4% 31.8% 1 億 7,795 万円 49.9%
1,250 〜 1,500 万円未満 4.0% 30.0% 3,109 万円 51.8%
1,000 〜 1,250 万円未満 9.4% 34.0% 2,053 万円 59.0%
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現行税制のもとで、贈与税の累進税率表は、相続税のそれよりも累進度がかなり高く設定さ
れている。2010 年度税制のもとでは、相続税、贈与税とも最高税率は 50% で同じであるも
のの、最高税率が適用される課税価格は、相続税が 3 億円超であるのに対して、贈与税は 1,000
万円超となっている。しかし、贈与税には、さまざまな合法的な節税策が存在している。ま
ず、贈与税には基礎控除が 110 万円認められている 18）。さらに、課税価格 200 万円までの贈
与なら最低税率の 10% が適用されることになる。このため、毎年少額の贈与をした場合には、
ほとんど贈与税を支払うことなく、財産を継承できることになる 19）。
　図 11 は、所得階層別の子どものためにおこなっている定期預金の状況を示したものであ
る 20）。この図からは、高所得階層において定期預金を通じた生前贈与（節税策）を行ってい
る傾向が読み取れる。たとえば、1,250 〜 1,500 万円所得階層で 52.5% が「毎年と数年おき」
に定期預金を行っているのに対して、300 〜 400 万円所得階層ではこの値は 25.6% になって
いる。生前贈与による格差拡大が懸念されるところである。
図 11　所得階層別の子どものためにおこなっている定期預金状況
　
５－２　教育投資による階層固定化
　次に、教育投資がもたらす階層固定化についてみていこう。図 12 は、所得階級別教育投
資額の分布をみたものだ。アンケートでは、子どもの補習教育に月額でどのくらい支出して
18）本則では基礎控除は 60 万円である。2001 年改正で当分の間 110 万円に引き上げるとされている。
19） ただし、毎年 110 万円ずつ 10 年間贈与するようなケースでは、国税庁は 1,100 万円の贈与を分割して
贈与したものだと見なして、定期贈与として課税するとしている。
20）アンケートでは、「あなたは子どもの名義で定期預金をおこなっていますか。」という質問をしている。
20)ただし、毎年 110 万円ずつ 10 年間贈与するようなケースでは、国税庁は 1,100 万円の贈与を分割して贈与したもの
だと見なして、定期贈与として課税するとしている。
21)アンケートでは、「あなたは子どもの名義で定期預金をおこなっていますか。」という質問をしている。
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ど贈与税を支払うことなく、財産を継承できることになる 20)。
図１１は、所得階層別の子どものためにおこなっている定期預金の状況を示したものである
21)。この図からは、高所得階層において定期預金を通じた生前贈与（節税策）を行っている傾
向が読み取れる。たとえば、1,250 ～ 1,500 万円所得階層で 52.5%が「毎年と数年おき」に定期
預金を行っているのに対して、300 ～ 400 万円所得階層ではこの値は 25.6%になっている。生
前贈与による格差拡大が懸念されるところである。
図１１ 所得階層別の子どものためにおこなっている定期預金状況
５－２ 教育投資による 固定化
次に、教育投資がもたらす階層固定化についてみていこう。図１２は、所得階級別教育投資
額の分布をみたものだ。アンケートでは、子どもの補習教育に月額でどのくらい支出していた
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いたのかという質問をしている 21）。図 12 によると、4 〜 6 万円の教育投資は 1,500 万円以上
世帯では 18.2%、600 〜 700 万円世帯では 8.3% となっている。したがって、この図からは、
所得階層が高い家庭ほど子どもに対する高額な教育投資をおこなっている傾向が読み取れる
ことになる。なお、年収 100 〜 200 万円の所得階層での 10 万円以上の教育投資が 8.7% と年
収 1,500 万円以上の世帯についで高くなっている理由は、この所得階層には、母子家庭と年
金世帯が数多く含まれていることが挙げられる。アンケート調査では、子どもが中学、高校
生時点におこなっていた補習教育の費用を聞いている。年金世帯の場合には、過去の補習教
育費用を答えているため、現在の年収に比べて高額の教育投資をおこなっていることになる。
母子家庭についても、夫と死別する前、ないし離婚前の教育投資額を答えているケースが含
まれることに注意が必要だ。
図 12　所得階級別教育投資額の分布
　このような教育投資の水準の違いは、所得階層別の進学状況に影響を与えることにつなが
る。図 13 は、所得階層別の子どもの進学状況をまとめたものだ。年収 1,500 万円以上世帯
では 40.9% がレベル A（旧帝大、医学部、早慶）の大学に入学させていることが読み取れる。
レベル A の大学への進学率は、400 〜 600 万円世帯に至るまで下がり続け、年収 400 〜 600
万円世帯では 6.3% となっている。つまり、先ほど見た高所得層がおこなう高い教育投資に
よって、高所得層の子どもほど難関大学へ進学する比率が高くなっていることがわかる。た
21） 具体的には、アンケートでは自分の子が中学・高校生のときに補習教育（塾、予備校、通信添削など）
について月額どれくらい支出していたのかを質問している。
22)具体的には、アンケートでは自分の子が中学・高校生のときに補習教育（塾、予備校、通信添削など）について月
額どれくらい支出していたのかを質問している。
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のかという質問をしている 22)。図１２によると、4 ～ 6 万円の教育投資は 1,500 万円以上世帯
では 18.2% 600 ～ 700 万円世帯では 8.3%となっている。したがって、この図からは、所得階
層が高い家庭ほど子どもに対する高額な教育投資をおこなっている傾向が読み取れることにな
る。なお、年収 100 ～ 200 万円の所得階層での 10 万円以上の教育投資が 8.7%と年収 1,500 万
円以上の世帯についで高くなっている理由は、この所得階層には、母子家庭と年金世帯が数多
く含まれていることが挙げられる。アンケート調査では、子どもが中学、高校生時点におこな
っていた補習教育の費用を聞いている。年金世帯の場合には、過去の補習教育費用を答えてい
るため、現在の年収に比べて高額の教育投資をおこなっていることになる。母子家庭について
も、夫と死別する前、ないし離婚前の教育投資額を答えているケースが含まれることに注意が
必要だ。
図１２ 所得階級別教育投資額の分布
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だし、年収 200 万円未満の所得階層でレベル A の大学への進学率が比較的高い傾向も見ら
れる。これは、前述したようにこれらの世帯には、母子家庭と年金世帯が多く含まれている
ことの影響と考えられる。母子家庭では、離婚したが子どもの養育費、教育費を元夫が負担
しているケースも考えられる。また、母子家庭であるがゆえに、経済的負担が少ないレベル
A の国立大学へ進学せざるをえなかったケースも考えられよう。アンケートでは、現在の
収入を回答しているので、現在は年金収入のみで低い収入であるが、過去は高い収入で子ど
もに高い教育投資をしていたケースが考えられよう。
図 13　所得階層別の子どもの進学状況（長子）
　次に教育投資の原資と相続の関係をみてみよう。親が受けた相続を原資として子どもへの
教育投資に向かう可能性がある 22）。また自分が受けた教育投資が反映されて現在の自分の所
得の反映されていると認識している親は子どもに教育投資を行い、それが子どもの学歴に反
映されることも考えられる。表７は、親が受けた相続の平均額と子どもへの中学・高校時代
における教育投資額の平均月額と子ども（長子）がどのレベルの大学に進学しているかにつ
いてまとめたものである。
　表７によると、子どもが進学している大学レベルが高いほど、相続額が高く、また教育投
資額も高くなっていることがわかる 23）。レベル A に進学させている親の教育投資額（月額）
22） アンケートでは、相続と贈与で受けた現金あるいは、土地・建物資産額と負債を受けついた場合は、
その負債金額を質問している。負債を含めて相続・贈与された人数は 292 人であり、平均年齢は 51.5
歳である。その中で負債超過の人数は 13 人である。
23）表には進学前の子どものサンプルは除外している。
- 22 -
このような教育投資の水準の違いは、所得階層別の進学状況に影響を与えることにつなが
る。図１３は、所得階層別の子どもの進学状況をまとめたものだ。年収 1,500 万円以上世帯で
は 40.9%がレベル A（旧帝大、医学部、早慶）の大学に入学させていることが読み取れる。レ
ベル A の大学への進学率は、400 ～ 600 万円世帯に至るまで下がり続け、年収 400 ～ 600 万円
世帯では 6.3%となっている。つまり、先ほど見た高所得層がおこなう高い教育投資によって、
高所得層の子どもほど難関大学へ進学する比率が高くなっていることがわかる。ただし、年収
200 万円未満の所得階層でレベル A の大学への進学率が比較的高い傾向も見られる。これは、
前述したようにこれらの世帯には、母子家庭と年金世帯が多く含まれていることの影響と考え
られる。母子家庭では、離婚したが子どもの養育費、教育費を元夫が負担しているケースも考
えられる。また、母子家庭であるがゆえに、経済的負担が少ないレベル A の国立大学へ進学
せざるをえなかったケースも考えられよう。アンケートでは、現在の収入を回答しているので、
現在は年金収入のみで低い収入であるが、過去は高い収入で子どもに高い教育投資をしていた
ケースが考えられよう。
図１３ 所得階層別の子どもの進学状況（長子）
次に教育投資の原資と相続の関係をみてみよう。親が受けた相続を原資として子どもへ
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は約 32,000 円であり、その他のレベルの大学に進学させている親よりも高く、また親から
の相続額も約 2,400 万円となっており、その他のレベルの大学に進学させている親よりも高
くなっている。逆にレベル E に進学させている親の教育投資額（月額）は、約 16,000 円で
あり、親からの相続額は約 240 万円であり、大学に進学させている親の中ではいずれも最低
額である。親からの相続が教育を通じて世代をまたがって子どもの学歴に影響を及ぼしてい
ることがわかる。
表７　相続と教育投資と進学状況（長子） 
５－３　親子間の職業連鎖による階層固定化
　最後に、親子間の職業連鎖による階層の固定化についてみたものが表８である。この表か
らは、本人が会社役員の人の 40% は親も会社役員であること、自営業の 31% は親も自営業
であることがわかる。一方、本人の職業がアルバイトの場合の親の職業がもっとも多いのは
会社員の 22% であることも読み取れる。つまり、この表からは、会社役員、自営業などでは、
親の職業を引き継ぐ傾向が高く、階層の固定化が進んでいる状況があきらかにされている。
表８　職業の連鎖 
６.　今後の資産課税のあり方について
　最後に、本稿での分析結果を踏まえて、今後の資産課税のあり方についての方向性につい
て議論しよう。2011 年度の税制改正大綱では、相続税に関しては、基礎控除の 5,000 万円か
レベル A レベル B レベル C レベル D レベル E 進学なし
サンプル数 179 279 241 137 50 101
親の相続額（平均：万円） 2446.9 1525.5 1234.7 927.9 242.5 1784.0
親の教育投資（月平均：円） 31522.3 25537.6 23890.0 22901.5 15850.0 15099.0
親の職業
本人の職業 会社員 会社役員 公務員・団体職員 専門家 自営業 自由業 アルバイト その他 合計
会社員 36％ 6％ 11％ 1％ 16％ 2％ 1％ 28％ 100％
会社役員 17％ 40％ 7％ 0％ 18％ 0％ 0％ 18％ 100％
公務員・団体職員 22％ 60％ 28％ 1％ 19％ 2％ 0％ 22％ 100％
専門家 15％ 14％ 17％ 10％ 25％ 3％ 0％ 15％ 100％
自営業 14％ 8％ 12％ 0％ 31％ 2％ 1％ 31％ 100％
自由業 26％ 5％ 16％ 0％ 16％ 5％ 0％ 32％ 100％
アルバイト 22％ 6％ 6％ 6％ 17％ 6％ 17％ 22％ 100％
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ら 3,000 万円への引き下げ、相続人 1 人あたり控除の 1,000 万円から 600 万円への引き下げ、
最高税率の 50% から 55% への引き上げという改革が提示された。本稿のアンケート調査か
らは、資産格差の存在、相続贈与を通じた資産格差拡大のおそれが指摘された。資産格差拡
大を防ぐためには、相続税の強化は、有力な手段となる。したがって、相続税の課税最低限
の引き下げによる資産課税の強化の方向性については、評価できるものと言える。しかし、
最高税率の引き上げについては、あまり効果を持たない可能性が高い。なぜならば、最高税
率が適用されるのは、極めて高額な遺産を残した場合のみであるからだ。さらに、相続税の
税率表自体は、これまで十分に高い累進税率表のもとで課税されてきたにもかかわらず、相
続税の実効税率は、かなり低いと考えられるからだ。
　表 9 は『国税庁統計年報』の 2009 年（平成 21 年）データをもちいて相続税の課税状況を
表したものだ。注目するところは、実効税率である。実効税率は、法定相続人 1 人あたりの
納付税額を計算し、1 人あたりの納付税額を 1 人あたりの課税価格で割るすることによって
実効税率を計算している。相続税は配偶者控除が他の法定相続人よりも多額に認められてい
るが、データに配偶者控除を適用した人数が掲載されていないために、法定相続人 1 人あた
り平均額となっている。
　法定相続人 1 人あたりの実効税率は、50 億円以下をのぞくと、課税価格に従って上昇傾
向にある。課税価格階級 30 億円超から 50 億円超にかけて実効税率が 30.37% から 29.36% に
わずかに低下している。実効税率を計算するにあたって、分子である法定相続人 1 人あたり
の納付税額は 30 億円超階級から 50 億円超階級に至るまで 1.52 倍増加している。一方、分
母である法定相続人 1 人あたりの課税価格が 30 億円超階級から 50 億円超階級に至るまで
1.58 倍増加している。したがって分子の増加分より分母の増加分が大きいために計算される
値が小さくなっている。この原因としては、被相続人あたり法定相続人が 30 億円超から 50
億円超にかけて上昇していることがある。課税価格 30 億円超における被相続人あたり法定
相続人数は 4.21 人であるが、50 億円超のそれは 4.22 人となっている。相続 1 件あたりの相
続人が増加すれば、課税対象額が少なくなるからだ。
　相続税が課税される被相続人（亡くなった人）の数は 1 億円超〜 2 億円未満が最多となっ
ている。課税価格も他の課税価格階級を圧倒している。この課税価格階級における法定相続
人 1 人あたりの課税価格は約 4,300 万円、1 人あたりの納付税額は約 180 万円となっている
ので、実効税率は 4.2% である。課税割合が 4% 程度という中で、相続税制における控除額
の大きさや土地資産への優遇によって実効税率は、かなり低くなっている。とりわけ、相続
税の節税策としては、土地に対する優遇措置を利用したものが多い。たとえば、2010 年税
制のもとでは、240 ㎡以下の居住用の宅地については、評価額を「80% 減額」する特例など
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がある。また、事業用資産の特例を利用するために、アパートを建設し、土地の評価額の減
額と、借入金による相続資産の圧縮をはかることで節税をはかる事例が知られている。最高
税率の引き上げをはかるよりもむしろ、これらの相続税の合法的な節税策を解消するほうが
高資産階層の実効的な税負担を引き上げることにつながるであろう。
表９　課税価格階級別の相続税の課税状況 
　本稿における考察では、親の教育投資が、親の所得だけでなく、親が受けた遺産と関連し、
それが子の進学校のレベルを左右していることがわかった。また階層の固定化が確認できた。
日本の中長期的な経済成長を目的とするならば、勤労意欲を刺激させるような方向で相続税
を強化させることが考えられる。親からの遺産額の大きさによって子あるいは孫の経済状況
が左右されない社会のほうが、個人の努力や能力を発揮しようとする誘因が働きやすくな
る24）。このような考え方にたてば、世代間の所得・資産移転を通じての格差拡大を防ぐために、
相続税の強化が望まれる。改革の方向性としては、資産課税の見直しに加えて教育投資の格
差による格差拡大を防ぐことである。
　教育投資の格差による格差拡大という観点から子ども手当は、教育による階層の固定化を
さらに拡大させる可能性が高いということになる。関西社会経済研究所が 2009 年 12 月に発
表した「子ども手当等に関する調査研究結果」によると、高所得層では子ども手当を教育費
24）どのような社会が望ましいのかということについては、その社会を形成する人たちの価値判断に依存する。
課税価格階
級
被相続人
の数
（人）
課税価格
（百万円）
うち相続
時精算課
税適用
財産価額
（百万円）
うち暦年
課税分贈
与
財産価額
（百万円）
納付税額
（百万円）
法定相続
人 の 数
（人）
法定相続
人 1 人あ
たり
課税価格
（百万円）
法定相続
人 1 人あ
たり
納付税額
（百万円）
法定相続
人 1 人あ
たり
実効税率
被相続人
あたり
法定相続
人
（人）
1 億円以下 10,750 901,125 20,290 4,536 13,135 24,658 36.54 0.53 1.46% 2.29
1 億円超 21,783 3,033,572 31,112 18,605 126,282 70,586 42.98 1.79 4.16% 3.24
2 億円〃 6,601 1,592,635 15,295 9,954 134,623 23,277 68.42 5.78 8.45% 3.53
3 億円〃 4,280 1,622,784 11,668 9,583 217,524 15,627 103.84 13.92 13.40% 3.65
5 億円〃 1,369 800,446 6,968 4,948 137,521 5,135 155.88 26.78 17.18% 3.75
7 億円〃 842 697,495 4,606 4,077 145,394 3,144 221.85 46.24 20.85% 3.73
10 億円〃 639 858,821 7,595 5,173 207,920 2,435 352.70 85.39 24.21% 3.81
20 億円〃 122 291,680 2,729 745 81,140 461 632.71 176.01 27.82% 3.78
30 億円〃 33 117,701 3,294 822 35,745 139 846.77 257.16 30.37% 4.21
50 億円〃 9 50,711 48 4 14,890 38 1334.50 391.84 29.36% 4.22
70 億円〃 4 32,518 7,189 63 10,669 20 1625.90 533.45 32.81% 5.00
100 億円〃 6 107,761 0 70 36,945 27 3991.15 1368.33 34.28% 4.50
合計 46,438 10,107,248 110,794 58,582 1,161,788 145,547 69.44 7.98 11.49% 3.13
出所：国税庁『国税庁統計年報（平成 21 年）』より作成
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に充当し、低所得層ではレジャーに充当する傾向が示されている。また、厚生労働省が行っ
たアンケート調査によると、子ども手当から教育費に使われた割合は 34.4%（約 1.8 万円）
程度である 25）。教育による格差拡大を防ぐためには、子ども手当が確実に教育にまわる仕組
みを導入することが望ましい。子ども手当の支給に関しては、地方負担分についての不満も
地方団体から寄せられている。地方負担相当分は、地方分権の理念にしたがい、各地方団体
での教育充実にあてる措置が、子ども手当の国庫負担分については現金支給から、使い途を
教育に限定した教育バウチャー（金券）の支給に切り替えることを検討すべきだろう。
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